
　

第10回定時株主総会招集ご通知に関しての
インターネット開示事項

　

会社の新株予約権等に関する事項
業務の適正を確保するための体制
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
連 結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表

バリュエンスホールディングス株式会社
　
「会社の新株予約権等に関する事項」、「業務の適正を確保するための体制」、「業務の適正を確保
するための体制の運用状況の概要」、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記
表」、計算書類の「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」につきましては、法令及び定款第15
条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.valuence.inc/ir/）
に掲載することにより株主の皆様に提供しております。

2021年10月25日 15時18分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



会社の新株予約権等に関する事項

①当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

2021年８月31日現在
　

第４回新株予約権

発行決議日 2020年11月20日

新株予約権の数 1,682個（注）１
新株予約権の目的となる株式の
種類及び数

普通株式168,200株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の行使時の払込金額 １個につき460,500円

新株予約権の行使期間
2022年11月21日から
2030年11月19日まで

新株予約権の行使の条件 別記

役員の
保有状況

取締役
（監査等委員及び
社外取締役を除く）

新株予約権の数 200個
目的となる株式数 20,000株
保有者数 １名

社外取締役
（監査等委員を除く）

新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名

取締役（監査等委員）
新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名

　

（注）１ 当社は2021年８月26日開催の取締役会において、付与対象者の退職に伴い当社が無償取得していた自己新株予約権の消
却について決議しております。これにより、2021年８月31日時点の新株予約権の数が変動しております。

（別記）新株予約権の行使条件
ⅰ 新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法
に関する規則において規定される関係会社をいう。）の取締役、監査役または従業員であることを要する。但し、任期満了
による退任及び定年退職、その他正当な理由のある場合は、この限りではない。

ⅱ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
ⅲ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過することとなるときは、
当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

ⅳ 各本新株予約権の一部行使はできない。
ⅴ 本新株予約権割当契約に違反した場合には行使できないものとする。
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②当連結会計年度中に職務執行の対価として従業員等に対し交付した新株予約権の状況
　

第４回新株予約権
発行決議日 2020年11月20日
新株予約権の数 1,706個
新株予約権の目的となる株式の
種類及び数

普通株式170,600株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の行使時の払込金額 １個につき460,500円

新株予約権の行使期間
2022年11月21日から
2030年11月19日まで

新株予約権の行使の条件 別記

従業員等の
交付状況

当社従業員
（当社役員を除く）

新株予約権の数 466個
目的となる株式数 46,600株
交付者数 39名

当社の完全子会社取締役
新株予約権の数 200個
目的となる株式数 20,000株
交付者数 ２名

当社の完全子会社従業員
新株予約権の数 840個
目的となる株式数 84,000株
交付者数 85名

　

（別記）新株予約権の行使条件
ⅰ 新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法
に関する規則において規定される関係会社をいう。）の取締役、監査役または従業員であることを要する。但し、任期満了
による退任及び定年退職、その他正当な理由のある場合は、この限りではない。

ⅱ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
ⅲ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過することとなるときは、
当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

ⅳ 各本新株予約権の一部行使はできない。
ⅴ 本新株予約権割当契約に違反した場合には行使できないものとする。
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業務の適正を確保するための体制
当社の社名であるバリュエンスは、価値を示す「Value（バリュー）」、知識や知見を示す「Intelligence（イ

ンテリジェンス）」、経験や体験を示す「Experience（エクスペリエンス）」から成る造語です。当社は、この名
のとおり、価値を見抜き、または新しく生み出し、私たちに携わるあらゆる方、一人ひとりの人生を変える価値
を提供する企業として、株主の皆様をはじめ、お客様、取引先、従業員ひいては社会全体との共栄及び当社の持
続的な成長と企業価値の最大化を目指しております。
この実現のために、コーポレートガバナンスの充実・強化に努めていくことが、内部統制システムの適切な構

築・運用のために重要な経営課題であるとの認識から、取締役会において内部統制システムの構築に関する基本
方針を決定し、同時に関連する社内諸規程を整備しております。
また、構築した内部統制システムが設計したとおりに運用され、成果を挙げているかを検証する仕組みとして

は、取締役会によるチェックに加え、当社グループ全体の内部規律統制体制の構築・強化と対外的なリスク対応
のための定期的な内部統制システムの見直しを実施しております。

①当社及び子会社の取締役、執行役員及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制

（１）株主の皆様やお客様をはじめ、取引先、地域社会、役職員等の各ステーク・ホルダーに対する社会的責任
を果たすため、持続的成長と企業価値の向上を経営上の基本方針とし、その実現のため、「コンプライア
ンス規程」を制定し、当社及び子会社の役職員が、法令・定款等を遵守することの徹底を図るとともに、
内部監査室が当社及び子会社の内部監査を実施します。また、内部通報制度を含むリスク管理体制の強
化に取り組み、内部統制システムの充実に努めます。

（２）使用人に法令・定款等の遵守を徹底するため、「コンプライアンス規程」、「行動指針」を制定し、コンプ
ライアンスに関する内部統制機能の強化を継続的に行える体制を推進・維持します。

（３）使用人が、コンプライアンスに違反する行為を発見した場合の報告体制としての内部通報制度を構築する
ため、「内部通報に関する規程」を制定し、社内窓口に加え、第三者機関（顧問弁護士）への通報も可能
とします。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

株主総会、取締役会の議事録、経営及び業務執行に関わる重要な情報・文書については、法令、「文書管理規
程」、「稟議規程」等の社内諸規程及び関連マニュアルに従い、適切に保存し管理します。

③当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）当社は管理担当取締役を委員長とする「リスクマネジメント委員会」を設置し、リスク管理に対する体
制、方針等を決定、子会社を含む当社グループのリスク管理体制を評価、必要に応じて改善するととも
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に、リスク管理部門として法務部がリスク管理活動を統括し、「リスクマネジメント規程」の整備と検
証・改正を図ります。

（２）大規模災害等が発生した場合に備え、事業継続計画（ＢＣＰ）を策定する等、緊急時の体制を整備しま
す。

④当社及び子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）当社及び子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会の運営に関す
ることを「取締役会規程」に定めるとともに、定例の取締役会を月１回開催し、重要事項の決定及び業
務執行状況の監督等を行います。また、必要に応じて臨時開催します。

（２）執行役員制度を執ることにより、取締役は経営の迅速化、監督機能の強化など経営機能に専念し、業務執
行権限を執行役員に委譲して執行責任を明確にします。

（３）「取締役会規程」に則り、社外取締役を含めた取締役会で、経営の執行方針、法令で定められた事項やそ
の他経営に関する重要事項を決定し、業務執行状況を監督します。

（４）取締役会における取締役等の指名及び報酬等の意思決定プロセスの公正性・透明性・客観性の確保と説明
責任を強化するため、任意の指名・報酬委員会を設置し、複数の独立社外取締役をその構成員とします。

　 指名・報酬委員会は、取締役等の指名及び報酬等について審議した結果を取締役会に答申します。
（５）取締役は、ＩＴを活用した情報システムを構築して、迅速かつ的確な経営情報の把握に努めます。

⑤当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）当社は、当社グループにおけるコンプライアンス方針などを通じて、子会社の遵法体制その他その業務の
適正を確保するための体制の整備に関する指導及び支援を行います。

（２）当社は、各子会社へ取締役及び監査役を必要に応じて派遣することにより、経営の健全性及び効率性の向
上を図ります。子会社の業務遂行に関する管理は、総務部が統括し、子会社は、「関係会社管理規程」に
定める承認事項については、当社へ報告し、定期的に業務進捗情報の報告を実施し、経営管理情報・危
機管理情報の共有を図りながら、業務執行体制の適正を確保します。

（３）子会社の事業運営に関する重要な事項については、「関係会社管理規程」に従い、当社の経営執行会議で
の審議及び取締役会への付議を行います。

（４）管理担当取締役は、子会社の損失の危険の発生を把握した場合、直ちにその内容、発生する損失の程度及
び当社に対する影響等について、当社の取締役会に報告を行います。

（５）内部監査室は「内部監査規程」に基づき、定期的に当社及び子会社の監査を行います。
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⑥監査等委員会の職務を補助する取締役及び使用人に関する事項及び当該取締役及び使用人の取締役（監査等委
員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項並びに当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確
保に関する事項
（１）当社は、監査等委員会の職務を補助する取締役及び使用人は配置しておりませんが、監査等委員会が求め

た場合には、当該取締役及び使用人を任命、配置することができるものとします。
（２）監査等委員会の職務を補助する取締役及び使用人の任命・異動については、監査等委員会の同意を必要と

します。
（３）監査等委員会の職務を補助する取締役及び使用人への指揮権は監査等委員会に移譲されたものとし、取締

役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令は受けないものとします。また、当該取締役及び使用
人の評価については、監査等委員会の意見を聴取します。

⑦取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等
委員への報告に関する体制
（１）監査等委員である取締役は、取締役会に出席し、また、経営執行会議等の重要会議に出席することがで

き、当社における重要事項や損害を及ぼすおそれのある事実等について報告を受けるものとします。
（２）監査等委員である取締役は、必要に応じて経営企画部及び内部監査室から報告を受けるものとします。
（３）取締役及び使用人は、取締役会及び重要な会議に付議する重要事項、内部監査の実施状況、その他必要な

重要事項を監査等委員会に報告します。
（４）取締役及び使用人は、監査等委員会から報告を求められた場合には、速やかに必要な報告及び情報提供を

行います。

⑧当社の子会社の取締役・監査役等及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者が監査等委員会に報告する
ための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制

当社の子会社の取締役、監査役等及び使用人は、当社の子会社の経営、業績に著しい影響を与える重要な事項
や重大な法令・定款違反行為その他会社に著しい損害を与える事項を発生した場合には、速やかに当社の監査等
委員会に報告するものとします。
また、当社の子会社の取締役、監査役等及び使用人は、当社の監査等委員会から報告を求められた場合には、

速やかに必要な報告及び情報提供を行います。

⑨監査等委員会へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための
体制
当社の定める「内部通報に関する規程」において、通報者に対していかなる不利益も行ってはならない旨を規

定しておりますが、前号の監査等委員会への報告についても同様とします。
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⑩監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる
費用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査等委員がその職務の執行について、当社に対し費用の前払等の請求をした際には、担当部門において審議
の上、当該請求に係る費用または債務が監査等委員会の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速
やかに当該費用または債務を処理するものとします。

⑪その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員は、代表取締役と定期的に会合を開き、意思の疎通及び意見交換を実施します。また、監査等委員
会は、会計監査人及び内部監査室と必要に応じ相互に情報及び意見交換を行うなど連携を強め、監査の実質的向
上を図ります。

⑫財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、財務報告の信頼性の観点から、内部統制の４つの目的である業務の有効性及び効率性、財務報告の信
頼性、事業活動に関わる法令等の遵守及び資産の保全は相互に密接に関連していると認識しております。そのた
め、経営者は、内部統制システムの制定や内部監査人等の全体監査の報告を通じ、財務報告に係る内部統制の整
備、評価を実施し、継続的な改善を図ります。

⑬反社会的勢力排除に向けた体制整備

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体との関係を遮断・排除します。また、取締役
及び使用人は、反社会的勢力に常に注意を払うとともに、事案の発生時には、「反社会的勢力対応規程」及び
「反社会的勢力対応マニュアル」に従い、関係行政機関や法律の専門家と緊密に連携し、組織全体として速やか
に対処できる体制を整備します。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況について、主な取組は以下のとおりであります。

①取締役の職務執行について

当社は、毎月の定時取締役会と必要に応じて臨時取締役会を開催しており、法令及び定款に定められた事項の
ほか、経営の基本方針等重要な業務に関する事項の決議を行うとともに、取締役の業務執行に関し報告を受けて
おります。当事業年度においては取締役会を17回開催いたしました。また、業務執行の迅速化・効率化のため、
常勤役員及び各本部長が参加する経営執行会議を原則として毎月２回開催し、事業戦略の決定、進捗状況確認及
び各部門の課題共有等を行うとともに、重要事項の指示・伝達を図り、会社全体としての認識の統一を図ってお
ります。

②監査等委員の職務執行について

監査等委員は、毎月開催される定時取締役会及び必要に応じて開催される臨時取締役会に出席し、取締役等か
らその職務の執行状況について報告・説明を受け、適宜、意見を表明しております。また、監査等委員会を原則
毎月１回開催しており、その他、会計監査人及び内部監査室と必要に応じて相互に情報及び意見交換を行う等連
携を強め、監査の実質的向上を図っております。

③内部監査の実施について
代表取締役社長直轄の内部監査室が全部署を対象として計画的かつ網羅的に内部監査を実施しております。内

部監査室にて社内の各業務が社内規程及び社内ルールに基づいて適正に運営されているかについて厳正な監査を
行い、定期的に代表取締役社長に報告をすることにより、経営の健全化及び効率化に資するとともに、内部統制
の強化を図っております。また、監査等委員会及び会計監査人と適宜情報共有を行い、相互連携を図っておりま
す。

④コンプライアンスに対する取組

当社は、コンプライアンス規程を制定し、全役職員に対して周知徹底を図るとともに、年に１度社内研修を実
施するなど、法令及び社内規程遵守のための取組を継続して実施いたしております。
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連結株主資本等変動計算書 （自 2020年９月１日 至 2021年８月31日）
　

（単位：千円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,117,032 1,104,809 4,581,888 △59,830 6,743,900
当期変動額
新株の発行 27,544 27,544 　 　 55,089
剰余金の配当 　 　 △332,061 　 △332,061
利益準備金の積立 　 　 3,722 　 3,722
親会社株主に帰属する当期純利益 　 　 725,121 　 725,121
自己株式の取得 　 　 　 △167,058 △167,058
自己株式の処分 　 47,656 　 13,809 61,466
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 　 　 　 －

当期変動額合計 27,544 75,201 396,782 △153,249 346,278
当期末残高 1,144,576 1,180,011 4,978,670 △213,079 7,090,178

　
その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 △7,995 △7,995 － 6,735,904
当期変動額
新株の発行 　 － 　 55,089
剰余金の配当 　 － 　 △332,061
利益準備金の積立 　 － 　 3,722
親会社株主に帰属する当期純利益 　 － 　 725,121
自己株式の取得 　 － 　 △167,058
自己株式の処分 　 － 　 61,466
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 33,431 33,431 154,436 187,868

当期変動額合計 33,431 33,431 154,436 534,147
当期末残高 25,435 25,435 154,436 7,270,051
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連結注記表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数 11社
連結子会社の名称 バリュエンスジャパン株式会社

Valuence International Limited
Valuence International USA Limited
Valuence International Europe S.A.S.
Valuence International Singapore Pte Limited
Valuence International UK Limited（注）
Valuence International Shanghai Co., Ltd.（注）
バリュエンスアート＆アンティークス株式会社
バリュエンステクノロジーズ株式会社
バリュエンスリアルエステート株式会社
バリュエンスベンチャーズ株式会社（注）
（注）新規設立により、上記３社を新たに連結の範囲に含めております。

非連結子会社 該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社の数 １社
持分法適用会社の名称 株式会社南葛ＳＣ
なお、株式会社南葛ＳＣは、当連結会計年度中に新たに株式会社南葛ＳＣの株式を取得したことにより関連
会社に該当することとなったため、持分法適用の関連会社に含めることといたしました。

　
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。
　
４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券
時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。

②たな卸資産
商品（中古品及び宝石・貴金属）
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採
用しております。

③デリバティブ取引
時価法を採用しております。
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は主として定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備は除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。
また、在外連結子会社は、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次の通りであります。
建物及び構築物 ３～50年
工具、器具及び備品 ２～20年

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。
③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を
計上しております。

③役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

（4）のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積り、20年以内の合理的な期間で規則的

に償却しております。

（5）その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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追加情報に関する注記
（新型コロナウイルス感染症拡大に関する会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症拡大の影響については、2021年８月期中の収束を想定しておりましたが、
変異株を含む感染症の再拡大やワクチン接種率の遅れなどもあり、想定どおりの収束には至りませんでし
た。当連結会計年度においては、少なくとも2022年８月期までその影響が継続するものと仮定して、固
定資産の減損会計及び繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。

表示方法の変更に関する注記
(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用)
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年度
の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載してお
ります。

会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。
当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌連結会計年度の連
結計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。

商品の評価
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：千円）

勘定科目
当連結会計年度
計上額
（評価前）

当連結会計年度
評価損金額

当連結会計年度
計上額

商品 4,032,329 111,326 3,921,002
（注）戻入額相殺後の商品評価損△51,919千円（△は評価益）が当連結会計年度の売上原価に含まれてお

ります。
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（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
商品の評価については、中古ブランド品・宝石・貴金属といった商品のカテゴリーごとに、一定の評価

基準に基づいた簿価の切下げ額の見積り計上をしております。
評価基準については、以下２つの観点から設定しております。
・滞留可能性商品について、標準的な販売期間を超えたものは回収可能性をゼロとする。
・将来の赤字販売の可能性について、過去の赤字販売率を用いて評価する。
なお、新型コロナウイルス感染症の拡大は、経済や企業活動に広範な影響を与える事象であり、当社グ

ループの将来収益に影響を及ぼす可能性があります。
これらの見積りにおいて用いた仮定が、新型コロナウイルス感染症の拡大や将来の不確実な経済情勢等

の変動等により見直しが必要となった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、商品の簿価の切下
げ額に重要な影響を及ぼす可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記
担保資産及び担保付債務
（1）担保付資産
建物及び構築物 132,612千円
土地 140,544千円
計 273,156千円

（2）担保付債務
１年内返済予定の長期借入金 15,000千円
長期借入金 211,250千円
計 226,250千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

普通株式 13,326,170株
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２．剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

　

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2020年10月29日
取締役会 普通株式 328,339 25.00 2020年8月31日 2020年11月5日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　

決議 株式の
種 類 配当の原資 配当金の

総額（千円）
１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2021年10月28日
取締役会 普通株式 利益剰余金 329,794 25.00 2021年8月31日 2021年11月10日

３．当連結会計年度末の新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)の目的となる株式の種
類及び数
普通株式 102,270株

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い短期的な預金等に限定し、また、設備投資計画に照
らして、必要な資金を主に銀行借入により調達しております。デリバティブは、借入金の金利変動リスク
を回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。
差入保証金は主に店舗等の賃貸借契約に伴うものであり、差入先の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、非上場であり、発行体の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。
借入金、社債及びファイナンス･リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的

としたものであり、償還日は最長で決算日後16年であります。
デリバティブ取引は、借入金に係る支払利息の変動リスクに対応するための取引であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、経理規程に従い、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、必要に応じて
取引先の信用状況を把握することにより、回収懸念の早期把握や貸倒リスクの軽減を図っております。
投資有価証券は、定期的に発行体の財務状況等を把握し保有状況を継続的に見直しております。
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②資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、

当座貸越枠の設定やコミットメントラインの契約によって手許流動性を維持しており、流動性リスクを
管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは含まれておりません。
（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

（1）現金及び預金 8,270,558 8,270,558 －
（2）売掛金 260,438 260,438 －
（3）差入保証金 1,224,529 1,224,529 －

資産計 9,755,526 9,755,526 －
（1）買掛金 119,801 119,801 －
（2）短期借入金 8,340,494 8,340,494 －
（3）未払法人税等 268,516 268,516 －
（4）長期借入金（※１） 312,268 312,268 －
（5）リース債務（※２） 195,309 196,451 1,142

負債計 9,236,389 9,237,531 1,142
デリバティブ（※３） (8,358) (8,358) －

(※１)１年内返済予定の長期借入金を含めております。
(※２)流動負債及び固定負債の合計額であります。
(※３)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務と
なる項目については( )で示しております。
　

（注１）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
（1）現金及び預金、（2）売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によってお
ります。

（3）差入保証金
差入保証金の時価については、将来キャッシュフローを国債の利回り等適切な指標に基づく利率で割
り引いた現在価値により算定しております。
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負 債
（1）買掛金、（2）短期借入金、（3）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって
おります。

（4）長期借入金（１年内返済予定長期借入金含む）、（5）リース債務
これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現
在価値により算定しております。ただし、変動金利の借入金については、金利が一定期間ごとに更改
される条件となっていることから、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額に
よっております。

　 デリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引（金利関連）

種 類 契約額等
(千円)

契約額の
うち１年超
(千円)

時 価
(千円)

評価損益
(千円)

市場取引
以外取引

金利スワップ取引
支払固定・受取変動 226,250 211,250 △8,358 △299

合 計 226,250 211,250 △8,358 △299
（注）時価の算定方法 取引金融機関より提示された価格等に基づき算定しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

投資有価証券
非上場株式 26,364
これについては市場価格がなく、かつ、将来キャッシュフローを見積もることなどができず、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるため上表には含めておりません。

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 8,270,558 － － －
売掛金 260,438 － － －
差入保証金 448,823 764,397 11,309 －

合 計 8,979,820 764,397 11,309 －
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（注４）社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 8,340,494 － － － － －
長期借入金 101,018 15,000 15,000 15,000 15,000 151,250
リース債務 51,768 56,776 24,647 11,125 11,125 39,866

合 計 8,493,280 71,776 39,647 26,125 26,125 191,116

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 539円40銭
１株当たり当期純利益 54円87銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書 （自 2020年９月１日 至 2021年８月31日）
　

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金
当期首残高 1,117,032 1,107,029 － 1,107,029 2,500 4,634,642 4,637,142
当期変動額
新株の発行 27,544 27,544 　 27,544 　 　 －
剰余金の配当 － △328,339 △328,339
当期純損失 　 　 　 － △301,272 △301,272
自己株式の取得 　 　 　 － 　 　 －
自己株式の処分 　 　 47,656 47,656 　 － －
株主資本変動以外の項目の
当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 27,544 27,544 47,656 75,201 － △629,611 △629,611
当期末残高 1,144,576 1,134,574 47,656 1,182,231 2,500 4,005,030 4,007,530

　
株主資本

新株予約権 純資産
合計自己株式 株主資本

合計

当期首残高 △59,830 6,801,373 － 6,801,373
当期変動額
新株の発行 　 55,089 － 55,089
剰余金の配当 △328,339 － △328,339
当期純損失 △301,272 － △301,272
自己株式の取得 △167,058 △167,058 － △167,058
自己株式の処分 13,809 61,466 － 61,466
株主資本変動以外の項目の
当期変動額（純額） － 154,436 154,436

当期変動額合計 △153,249 △680,115 154,436 △525,678
当期末残高 △213,079 6,121,258 154,436 6,275,695
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
①有価証券の評価基準及び評価方法
関係会社株式…移動平均法による原価法を採用しております。
②たな卸資産の評価方法及び評価基準
貯蔵品…個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

（2）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次の通りであります。
建物 ３～15年
工具、器具及び備品 ３～10年

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。
③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）引当金の計上基準
①貸倒引当金
売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
②賞与引当金
従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

③役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

（4）その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度から
適用し、個別注記表に記載しております。

会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。
当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書類に重要

な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。

関係会社投融資の評価
(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）

勘定科目
当事業年度
計上額
（評価前）

当事業年度
評価損金額

当事業年度
計上額

関係会社株式 5,160,304 591,838 4,568,466

勘定科目 当事業年度
計上額

関係会社短期貸付金 150,000
上記に係る貸倒引当金 △65,795

(2)会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
当社は当事業年度において、関係会社株式の実質価額の著しい下落に伴い関係会社株式評価損

591,838千円及び貸倒引当金繰入額65,795千円を計上しております。なお、事業計画に基づき実質価
額の回復可能性を検討した結果、実質価額の回復可能性が認められなかった関係会社株式について実質
価額まで減損処理を行い、さらに関係会社短期貸付金について、回収不能と見込まれる金額を貸倒引当
金として計上しております。
当社は有価証券の減損に関する会計方針を定めており、時価を把握することが極めて困難と認められ

る株式について、純資産持分額を実質価額とし、実質価額が取得原価に比して50％程度以上下回るもの
の、関係会社等にあって実行可能で合理的な事業計画があり回復可能性が十分な証拠をもって裏付けら
れる場合には減損処理を行わない方針としております。この方針のもと、各社の事業年度末における実
質価額を確認するとともに、実質価額の回復可能性の検討を行っております。実質価額の回復可能性の
検討に際しては、事業計画の実行可能性と合理性を、直近の事業計画の達成状況も考慮して検討するこ
とにより減損処理の要否を検討しております。
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なお、新型コロナウイルス感染症の拡大は、経済や企業活動に広範な影響を与える事象であり、当社
グループの将来収益に影響を及ぼす可能性があります。
これらの見積りにおいて用いた仮定が、新型コロナウイルス感染症の拡大や将来の不確実な経済条件

の変動等により見直しが必要となった場合、翌事業年度の計算書類において、関係会社株式の評価及び
関係会社短期貸付金に対する貸倒引当金の計上に重要な影響を与える可能性があります。

貸借対照表に関する注記
債務保証
以下の会社に対し、債務保証を行っております。
（1）バリュエンスジャパン株式会社 1,600,000千円（借入金）
（2）Valuence International Limited 499,494千円（借入金）

関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
（1）短期金銭債権 927,631千円
（2）短期金銭債務 835,994千円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高 4,736,545千円
営業取引以外の取引高 2,577千円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式数
普通株式 134,384株
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
役員退職慰労引当金 20,391千円
貸倒引当金 21,682千円
賞与引当金 11,385千円
関係会社株式評価損 202,886千円
資産除去債務 48,808千円
未払事業税 4,567千円
未払事業所税 752千円
株式報酬費用 21,774千円
分割承継法人株式 164,690千円
その他 625千円
繰延税金資産小計 497,566千円
評価性引当額 △265,199千円
繰延税金資産合計 232,366千円
繰延税金負債
資産除去債務に対する除去費用 12,236千円
繰延税金負債合計 12,236千円
繰延税金資産の純額 220,130千円

関連当事者との取引に係る注記
役員及び個人主要株主等

種類
会社等の名称
又は氏名

議決権等の
所有(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員及び
その近親者

藤田桂 (被所有)
直接 0.0%

子会社
取締役

新株予約権の
行使

11,686
(注)

－ －

（注）2017年11月８日開催の取締役会決議により発行された、新株予約権の権利行使によるものであります。
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子会社及び関係会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

議決権等の
所有(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社
バリュエンス
ジャパン株式会社

所有
直接
100%

営業上の取引
及び役員の兼

任

経営指導料

配当金の受取
出向者人件費等
経費の立替
資金の借入

利息の支払
債務保証

3,060,000
（注２）
1,000,000
2,575,195
1,299,888
800,000

（注３）
860

1,600,000
（注４）

売掛金

－
未収入金
立替金

関係会社短期借
入金
前払費用
－

280,500

－
225,033
158,792
800,000

1,819
－

子会社
Valuence
International
Limited

所有
直接
100%

営業上の取引
及び役員の兼

任

出資
債務保証

496,170
499,494

（注４）

－
－

－
－

子会社
バリュエンス
テクノロジーズ株

式会社

所有
直接
100%

営業上の取引
及び役員の兼

任

資金の貸付

利息の受取
資金の借入

利息の支払
開発委託

150,000
（注３）

238
100,000

（注３）
169

151,162
（注５）

－

－
－

－
未払金

－

－
－

－
15,950

子会社
バリュエンス
リアルエステート
株式会社

所有
直接
100%

営業上の取引
及び役員の兼

任

資金の貸付

利息の受取

150,000
（注３、６）

408

関係会社短期貸
付金
－

150,000

－

子会社
バリュエンス
ベンチャーズ
株式会社

所有
直接
100%

営業上の取引
及び役員の兼

任
出資 100,000 － －

関連会社
株式会社
南葛ＳＣ

所有
直接
33.5%

役員の兼任 出資 303,000 － －
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（注）１. 記載金額のうち、取引金額には消費税は含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。
２. 子会社各社の経営指導料についてはグループ運営経費を基に決定しております。また、その他の取引

については市場価格等を勘案した一般的取引条件にて、当社と関連を有しない他の当事者との取引と
同様に決定しております。

３. 資金の貸付及び借入は市場金利を勘案し利率を合理的に決定しております。
４. 金融機関からの借入金に対する債務保証を行っております。取引金額は期末時点の保証残高を記載し

ております。なお、保証料は受け取っておりません。
５. 開発委託については、原則として市場価格、総原価を勘案した一般的取引条件にて、当社と関連を有
しない他の当事者と同様に決定しております。

６. 関係会社短期貸付金に対して、当事業年度末において65,795千円の貸倒引当金繰入額を計上してお
ります。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 464円02銭
１株当たり当期純損失 22円80銭
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